
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 田 市 の 現 況 と 課 題 

 

 

 

① 立地適正化にかかわる現況 

② 現況のまとめと策定における課題 
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① 立地適正化にかかわる現況 

立地適正化計画の検討にあたり、都市の抱える課題について統計調査等の客観的デ

ータに基づき分析・把握を行うことが必要であるため、町田市の人口、居住機能、土

地利用と災害リスク、都市機能、公共交通、財政、社会潮流の現況を分析します。 

 

 

 

 

◼ 人口推移、将来の見通し 

町田市の２０２３年時点の総人口は約４３万人で、全国的な減少傾向とは異なり

現在は微増で推移しています。 

今後の動向を人口推計結果で見ると、２０２５年頃から徐々に減少局面に移行し、

その減少幅は年を経るごとに拡大すると予想されています。２０４０年には４０万

人を割り込む見込みの中で、まちだ未来づくりビジョン２０４０では、将来人口を

４０万人と想定しています。 

《  人口推移、将来人口の推計結果  》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 直近3年の総人口実績 》 

 

 

 

 

 

 

人  口 

2040 

出典：まちだ未来づくりビジョン２０４０ 

出典：町田市ＨＰオープンデータ 

年齢別人口表 

※住民基本台帳に基づく 

各年１月１日時点の人口 



 

 

 

◼ 年代別・地区別の状況 

年齢構成の変化を見ると、年少人口・生産年齢人口は既に減少局面に入っており、

高齢者のみ増加している状況です。高齢化率（総人口に対する６５歳以上の割合）

は、市内全域で上がる見込みとなっていますが、特に町田山崎団地、山崎第二団地、

木曽住宅、町田木曽住宅を含む中学校区では、特にその傾向が顕著となっています。

一方、年少人口比率（総人口に対する０～１４歳の割合）は、ほとんどの地域で低

下する見込みとなっています。 

人口を地区別に見ると、町田駅周辺・多摩境駅周辺などは総人口が将来的にも増

加傾向にあるものの、山崎団地をはじめとする大規模団地は減少傾向で、かつ高齢

化の傾向が特に強くなっています。 

《  地区別（中学校区別）の状況  》 
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） 

現
況
（
２
０
２
１
年
） 

年少人口（０～１４歳） ６５歳以上人口 

年少人口（０～１４歳） 

６５歳以上人口 

真光寺住宅 

藤の台団地 

町田山崎団地 

山崎第二団地 

木曽住宅 

町田木曽住宅 

真光寺住宅 

藤の台団地 

町田山崎団地 

山崎第二団地 

木曽住宅 

町田木曽住宅 

出典：町田市将来人口推計報告書（２０２１年１０月） 



 

◼ 人口密度 

町田市の市街化区域は、ほぼ全域が人口集中地区（ＤＩＤ区域）となっており、

その範囲が市街化調整区域内に及ぶ箇所も見られます。 

将来人口推計によると、今後緩やかな人口減少が予測されますが、市街化区域内

の人口密度は当面の間一定水準以上が維持される見込みです。また、このような密

度の高い人口分布を支えるためのインフラ整備が進められてきたことで、市街化区

域全域で既に居住環境が整っています。 

《  人口密度の状況  》 

《 一定の密度水準以上の人口分布状況図 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 人口密度の推移 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：２０２０年は国勢調査、 

２０４０年は国立社会保障・人口問題研究所（日本の地域別将来推計人口（２０１８年推計）） 

２０２０年 ２０４０年 

出典：２０２０年は国勢調査、 

２０４０年は国立社会保障・人口問題研究所 

（日本の地域別将来推計人口（２０１８年推計）） 



 

 

 

 

 

市内の住宅ストックは、公的な住宅地開発や土地区画整理事業等で計画的に整備

された住宅地に、１９８０年代以降に建てられた良質なストックが多く、現時点で

は空家は多くない状況です。住宅の新規着工は概ね横ばいの状況で、近年の東京都

内における転入超過が２３区内で減少し、郊外部で増加している傾向を踏まえると、

今後も一定の需要が見込まれます。 

一方で、高密度な人口に合わせて都市機能・都市基盤が整備されている集合住宅

団地は、人口・世帯が相対的に減少傾向にあり、大規模な団地や分譲の割合が高い

団地でその傾向が強くなっています。 

《  居住機能の状況  》 

《 開発の動向（⼟地区画整理事業、一団地の住宅施設建設事業、その他公的な宅地造成） 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 町田市における建築時期別・種類別の住宅数（２０１８年１０月１日時点） 》 

 

 

 

 

 

居 住 機 能 

 1970年 

以前 

1971～ 

1980年 

1981～ 

1990年 

1991～ 

2000年 

2001～ 

2010年 

2011～ 

2018年 

総数 17，030 19，830 28，480 41，770 41，380 20,400 

持ち家 5，290 11，230 17，090 26，730 30，370 12,970 

借家 11，740 8，600 11，390 15，050 11，020 7,430 

 出典：住宅・土地統計調査 

出典：第８回東京都都市計画基礎調査 



 

 

《  居住機能の状況  》 

《 空家の状況 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 町田市における住宅着工の状況 》 

戸数 

年 
新設 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅 

２０１７ 2，658 615 770 2 1，271 

2018 2，789 624 1，036 11 １，１１８ 

2019 3，000 705 709 4 1，582 

2020 3，036 639 973 － 1，424 

2021 2，970 705 849 8 1，408 

 

《  住宅需要の変化  》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 空家が
多い 

 
空家が
ない 

出典：東京都都市整備局市街地建築部建築企画課資料 

出典：２０１６年空家実態調査 

出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省） 

■過去１０年間の住宅着工数の推移 ■都内の転入超過数 

出典：東京都住宅着工統計（東京都） 
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《  大規模住宅団地の状況  》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

823

1,749

1,449

9,769

1,629

4,473

359

7,770

10,424

6,893

4,936

625

1,263

1,015

6,683

1,198

3,246

227

4,702

5,809

4,151

3,109

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

森野住宅

本町田住宅

高ケ坂住宅

町田木曽住宅

木曽住宅

境川住宅

真光寺住宅

藤の台団地

山崎団地

鶴川団地

小山田桜台団地

2022年

2002年

（人）

出典：町田市団地再生基本方針（２０１３年）をもとに一部加工 
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《 世帯 》 

《 人口 》 

《 団地の入居年度と戸数 》 

138 

1983年/1,618戸 
（賃貸487戸、分譲1,131戸） 

1969年/260戸 
（賃貸0戸、分譲260戸） 

1967年/2,982戸 
（賃貸1,682戸、分譲1,300戸） 1968年/4,225戸 

（賃貸3,920戸、分譲305戸） 

1970年/3,426戸 
（賃貸2,227戸、分譲1,199戸） 1963‐1964年/904戸 

（賃貸904戸、分譲0戸） 

1968‐1969年/2,238戸 
（賃貸2,238戸、分譲0戸） 1964‐1965年/916戸 

（賃貸916戸、分譲0戸） 

1977年/138戸 
（賃貸138戸、分譲0戸） 

1963年/432戸 
（賃貸432戸、分譲0戸） 

1962年/832戸 
（賃貸832戸、分譲0戸） 

1969‐1971年/4,736戸 
（賃貸4,330戸、分譲406戸） 

鶴川駅 

町田駅 

古淵駅 

淵野辺駅 



 

 

 

◼ ⼟地利用 

町田市は、商業用地・住宅用地・工業用地等の都市的な土地利用が約半数を占め

ており、それらの多くは市街化調整区域を除く市内全域に広がっています。一方で、

みどりについては、北部の市街化調整区域に森林が広がっており、住宅地内には公

園や都市農地が点在するなど、住環境を構成する貴重な資源となっています。 

《  ⼟地利用  》 

《 ⼟地利用現況図 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 みどりの現況図 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼟ 地 利 用 と 災 害 リ ス ク 

出典：みどりシェープファイル（平成３０年：東京都環境局自然環境部計画課）をもとに作成 

 

※対象としているみどり： 
公園、街路樹、樹林地、 
草地、農地、宅地内のみどり、 
河川、水路、湖沼など 

6.01%
4.10%

33.01%

1.68%
0.23%

3.43%0.01%6.11%

2.24%

14.23%

0.28%
6.90%

1.02%
2.91%

17.84%

公共施設 商業用地 住宅用地

工業用地 農林漁業施設 屋外利用地・仮設建物

その他 公園、運動場等 未利用地等

道路 鉄道・港湾等 農業用地

水面・河川・水路 原野 森林
出典：平成３０年都市計画基礎調査 



 

 

 

 

◼ 災害リスク 

町田市は、古くから市街地として形成されてきた拠点等の商業地や住宅地も含め

た広範囲で、一定の水害や土砂災害等のリスクを有しています。河川や丘陵地に囲

まれた地形は市の魅力である一方で、市街地形成の観点では制約となってきました。 

１９５０年代以降の住宅開発で急激に都市化が進行したことで治水対策が追いつ

かず、１９８０年ごろまでは頻繁に水害に見舞われ床下・床上浸水等の大きな被害

がありましたが、その後は、河川対策に流域対策を加えた総合治水対策が着実に進

み、近年は水害による被害件数は減少しています。なお、浸水実績箇所とそれを包

含する浸水予想区域は、ハザードマップにより周知が図られています。土砂災害に

ついても土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域等の指定と対策整備が段階的

に進められてきたことで被害件数が減少しており、町田市においては、適切な対策

を講じることで一定のリスクと共存するまちづくりが展開されてきました。 

《  市街地の変遷と浸水予想区域（境川沿い：町田駅周辺）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《  ⼟地利用と災害ハザードエリア重ね図  》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町田駅 

出典：洪水浸水想定区域図（２０１６年：国土交通省）、 

洪水浸水想定区域（２０１８年：東京都）、 

浸水予想区域図（２０１８年：東京都）、 

町田市洪水・土砂災害ハザードマップ（２０２３年：町田市）より作成 

※ 浸水予想区域：外水氾濫と内水氾濫の両方を示した図で、 

想定し得る最大規模の降雨を想定したもの 

出典：航空写真は地理院地図（国土交通省国土地理院）、浸水予想区域は浸水予想区域図（２０１８年：東京都）、 

浸水実績区域は町田市洪水・土砂災害ハザードマップ（２０２３年：町田市）  

町田駅 浸水実績区域 
浸水予想区域 

（想定最大） 

約５０年前（１９７４～１９７８年） 現在（２０１９年） 



 

《  災害ハザード内の建物立地状況  》 

《 水害 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 ⼟砂災害 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■災害ハザード内の建物立地状況 【単位：棟】 
（カッコ内数値は総建物に占める割合） 

 土砂災害 
特別警戒区域内 

土砂災害 
警戒区域内 

全体 １，５２６ (１．３％) ５，１３３ (４．２％) 

市街化区域 １，０６０ (０．９％) ４，０３４ (３．３％) 

市街化調整区域 ４６６ (０．４％) １，０９９ (０．９％) 

 

 

■災害ハザード内の建物立地状況 【単位：棟】 
（カッコ内数値は総建物に占める割合） 

 
浸水予想区域内 

家屋倒壊等 
氾濫想定区域内 

全体 ２０，６７０ (１７．１％) ３，４５１ (２．９％) 

市街化区域 ２０，６４８ (１７．１％) ３，４５１ (２．９％) 

市街化調整区域 ２２ ( ０．０％) ０ (０．０％) 

 出典：洪水浸水想定区域図（２０１６年：国土交通省）、洪水浸水想定区域（２０１８年：東京都）、 

浸水予想区域図（２０１８年：東京都）、平成３０年度都市計画基礎調査（２０１８年：東京都）より作成 

出典：土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域（２０２２年３月：東京都）、平成３０年度都市計画基礎調査（２０１８年：東京都） 

※本市に大きな影響を及ぼすおそれのある境川流域、鶴見川流域を対象とします。 

※鶴見川流域については一部に京浜河川事務所の管理区間を含むため、以下の処理をかけています。 

＊浸水深について 
「浸水予想区域（公表主体：東京都）/外水・内水含
む」「洪水浸水想定区域（公表主体：京浜河川事務
所）/外水のみ」を重ね、不利側（浸水深が高い方）
をとる統合処理。 

＊家屋倒壊等氾濫想定区域について 
都が公表する区域を基本とし、対象外とな
る郷見橋付近から西側については京浜河川
事務所が公表する区域で補完した表記とし
ている。 

 



 

 

 

《  災害履歴と対策（ハード整備）の経過  》 

《 過去の大きな被害のあった風水害と対策（ハード整備）の経過 》 

 過去の大きな被害のあった風水害 対策（ハード整備） 

１９４６年  境川の整備に着手 

１９５４年  鶴見川本川の整備に着手 

１９６４年  下水道事業の一環として、雨水管の

整備に着手 

１９６６年 台風４号 
鶴見川・境川流域で床上浸水４１０棟、
床下浸水１５０２棟、道路冠水１８箇
所、崖崩れ３５箇所 

 

１９７６年 台風１７号 
鶴見川・恩田川の本川・支川沿いの低地
で、床上浸水１２３棟、床下浸水２０５
棟、道路冠水２０箇所、崖崩れ１２８箇
所 

鶴見川本川・支川、境川 
全国に先駆け流域整備計画を策定
し、河川対策（河川改修や遊水地整
備等）に流域対策（防災調整池整備
など）を加えた総合治水対策に着手 

２００５年 集中豪雨 
床下浸水１０棟、道路冠水２７箇所 

鶴見川を特定都市河川及び

特定都市河川流域に指定 

２００７年  鶴見川水系河川整備計画を策定し、

計画に基づく整備に着手、 

２００８年 集中豪雨 
床上浸水２７棟、床下浸水５０棟、土砂
崩れ２２箇所 

 

２０１４年 台風１８号 
管渠被害、斜面崩壊２箇所、防災調整池
の越水 

境川を特定都市河川及び特

定都市河川流域に指定 

２０１５年  境川水系河川整備計画を策定し、計

画に基づく整備に着手 

２０１７年 大雨 
住家一部損壊３棟、土砂崩れ３箇所 

 

２０１８年 台風１２号 
住家一部損壊１棟、土留め崩壊２箇所 

 

２０１９年 台風１５号 
住家一部損壊５３棟、道路冠水３箇所、
倒木５２箇所、ブロック塀倒壊１件等 

 

台風１９号 
住家半壊２棟、住家準半壊１棟（うち床
下浸水１棟）、住家一部損壊４５棟（う
ち床上浸水１棟、床下浸水１棟）、道路
陥没１０箇所、土砂・法面崩れ１８箇
所、汚水溢水５箇所、倒木２０箇所等 

 

《 風水害等の履歴（住家被害） 》 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：町田市地域防災計画（２０２０年度修正）資料編をもとに作成 
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出典：町田市下水道ビジョン 



 

《  災害履歴と対策（ハード整備）の経過  》 

《 ⼟砂災害特別警戒区域及び⼟砂災害警戒区域の区域指定・除外の経過 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■区域指定除外箇所の例 

  
法面等の整備に伴う危険性除去 

による除外（相原町） 
公共施設等の整備に伴う危険性除去による除外 

（バイオエネルギーセンター） 

  
住宅開発に伴う危険性除去による除外

（小山町） 
住宅開発に伴う危険性除去による除外 

（大蔵町） 

出典：土砂災害特別警戒区域及び土砂災害警戒区域は国土数値情報（国土交通省）、建物棟数は各年の都市計画基礎調査 


